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第５回南相馬市議会定例会市長提出議案の要旨 

平成２３年６月１６日提出 

    

１．１．１．１．件数件数件数件数         １１１１３３３３件件件件    

【【【【内訳内訳内訳内訳】】】】    議案議案議案議案        ７７７７件件件件（条例関係 ３件、予算関係 ２件、その他 ２件）  

                    報告報告報告報告        ６６６６件件件件（予算繰越 ５件 専決処分 １件） 

    

２．２．２．２．議案の要旨議案の要旨議案の要旨議案の要旨    

≪条例関係≫≪条例関係≫≪条例関係≫≪条例関係≫    

議案第議案第議案第議案第５２５２５２５２号号号号    南相馬市税条例の一部を改正する条例制定について南相馬市税条例の一部を改正する条例制定について南相馬市税条例の一部を改正する条例制定について南相馬市税条例の一部を改正する条例制定について    

【趣旨】 

東日本大震災の被災者等の負担の軽減を図る観点から地方税法等の一部改正が行

われ、平成２３年４月２７日に公布されたことに伴い、必要な改正を行うもの。 

【主な内容】 

１ 地方税法改正の主な内容 

⑴ 固定資産税及び都市計画税の課税免除等の措置 

⑵ 個人住民税、不動産取得税、自動車取得税、自動車税等に係る特例措置 

２ 市税条例の一部改正内容 

附則第２２条～第２４条を加える。 

３ 税法改正内容 

≪個人住民税≫ 

⑴ 雑損控除の特例（附則第２２条）（附則第２２条）（附則第２２条）（附則第２２条） 

①住宅や家財等に係る損失の雑損控除について、平成２３年度住民税での適用

を可能とする｡ 

②繰越し可能期間を５年とする（現行３年）。 

⑵ 被災事業用資産の損失の特例（附則第２２条）（附則第２２条）（附則第２２条）（附則第２２条）    

①２２年分所得の計算上、被災事業用資産の損失の必要経費への算入を可能と

する｡ 

②繰越し可能期間を５年とする（現行３年）｡ 

⑶ 住宅ローン減税の適用の特例（附則第２３条）（附則第２３条）（附則第２３条）（附則第２３条）    

住宅ローン控除の適用住宅が、大震災により滅失等しても、平成２５年度分

住民税以降の残存期間の継続適用を可能とする。 

⑷ 財形住宅・年金貯蓄の非課税 

平成２３年３月１１日から平成２４年３月１０日までに行われた財形住宅・
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年金貯蓄の大震災による目的外の払戻しについて、利子等に対する遡及課税を

行わないこととする。 

≪法人事業税・法人住民税≫ 

⑴ 法人事業税及び法人住民税における減免措置 

阪神・淡路大震災時には実施しなかった法人事業税及び法人住民税の災害減

免について、地方税法の規定に基づき条例の定めるところにより、適切に対応。 

⑵ 申告の期限延長における法人事業税の中間申告納付の省略 

法人事業税の中間申告納付に係る期限と当該中間申告納付に係る事業年度の

確定申告納付に係る期限とが同一の日となる場合には、中間申告書の提出を不

要とする。 

○参考 法人税における措置がなされれば自動影響するもの 

・被災代替資産等の特別償却 

・特定の資産の買換えの場合の課税の特例 

・買換え特例に係る買換資産の取得期間等の延長 

≪固定資産税≫ 

⑴ 津波により甚大な被害を受けた区域内の土地及び家屋に対する平成２３年度

分の課税免除 

津波により甚大な被害を受けた区域として市町村長が指定する区域内に所在

する土地及び家屋について、平成２３年度分の課税を免除する。 

⑵ 被災住宅用地の特例（（（（附則附則附則附則第２４条）第２４条）第２４条）第２４条）    

大震災による災害により滅失・損壊した住宅（被災住宅）の敷地の用に供さ

れていた土地（被災住宅用地）を被災後１０年度分（Ｈ２４～Ｈ３３）につい

ては、当該土地を住宅用地とみなす。 

⑶ 被災代替住宅用地の特例 

被災住宅用地の所有者等が当該被災住宅用地に代わる土地（被災代替土地）

を平成３３年３月３１日までの間に取得した場合には、当該被災代替土地のう

ち被災住宅用地に相当する分について、取得後３年度分、当該土地を住宅用地

とみなす。 

⑷ 被災代替家屋の特例 

大震災による災害により滅失・損壊した家屋（被災家屋）の所有者等が当該

被災家屋に代わる家屋（被災代替家屋）を平成３３年３月３１日までの間に取

得し、又は改築した場合には、当該被災代替家屋に係る税額のうち当該被災家

屋の床面積相当分について、４年度分２分の１、その後の２年度分３分の１を

減額する。 

⑸ 被災代替償却資産の特例 

大震災による災害により滅失・損壊した償却資産の所有者等が当該償却資産
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に代わる償却資産を平成２８年３月３１日までの間に、被災地域において取得

し、又は改良した場合には、課税標準を４年度分２分の１とする。 

≪自動車税・軽自動車税≫ 

⑴ 被災代替自動車に係る自動車税・軽自動車税の非課税 

大震災による災害により滅失・損壊した自動車に代わる自動車（被災代替自

動車）に係る平成２３年度から平成２５年度までの各年度分の自動車税・軽自

動車税を非課税とする。 

 ４ 施行日 

   公布の日。ただし、附則第２３条を加える改正規定は、平成２４年１月１日施

行。 

 

議案第議案第議案第議案第５３５３５３５３号号号号    南相馬市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について南相馬市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について南相馬市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について南相馬市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について    

 

【趣旨】 

地方税法の一部改正により、国民健康保険税に係る課税限度額を改定するため、

必要な改正を行うもの。 

【主な内容】 

１ 課税限度額の引き上げ（第２条） 

７３万円を７７万円に引き上げ（あん分率は改正しない） 

 

 

 

 

 

 

２ 施行日 

   公布の日から施行し、平成２３年４月１日から適用 

 

議案第議案第議案第議案第５４５４５４５４号号号号 
南相馬市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例南相馬市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例南相馬市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例南相馬市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例

制定について制定について制定について制定について    

【趣旨】 

東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律等の公布に

より、災害弔慰金の支給等に関する法律及び施行令の特例措置が講じられたことに

伴い、必要な改正を行うもの。 

区  分 改正後 現 行 

医療分 ５１万円 ５０万円 

後期高齢者支援金分 １４万円 １３万円 

介護分 １２万円 １０万円 

計 ７７万円 ７３万円 
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【主な内容】 

１ 改正内容 

項  目 改正後 現  行 

償還期間及び据置期間 償還期間 １３年 

据置期間  ６年 

償還期間 １０年 

据置期間  ３年 

厚生労働大臣が定める被害

の程度その他の事情を勘案

して定める据置期間 

据置期間  ８年 据置期間 ５年 

貸付利率 保証人あり 無利子 

保証人なし 年１．５％ 

年３％ 

２ 施行日 

   公布の日から施行し、平成２３年３月１１日から適用 

 

≪予算関係≫≪予算関係≫≪予算関係≫≪予算関係≫    

議案第５議案第５議案第５議案第５５５５５号号号号    平成２平成２平成２平成２３３３３年度南相馬市一般会計補正予算について年度南相馬市一般会計補正予算について年度南相馬市一般会計補正予算について年度南相馬市一般会計補正予算について    

    

議案第議案第議案第議案第５６５６５６５６号号号号 専決処分の報告及びその承認について専決処分の報告及びその承認について専決処分の報告及びその承認について専決処分の報告及びその承認について    

【趣旨】 

平成２２年度南相馬市育英資金貸付特別会計において、確定した貸付金等の歳出

に対し返還金などの歳入に不足が生じることから、その不足額を繰上充用するため、

平成２３年度南相馬市育英資金貸付特別会計補正予算を平成２３年５月３１日を

もって専決処分したもの。 

 

≪その他≫≪その他≫≪その他≫≪その他≫    

議案第議案第議案第議案第５７５７５７５７号号号号 財産の無償譲渡について財産の無償譲渡について財産の無償譲渡について財産の無償譲渡について    

趣旨】 

市有地を集会施設等の用地として無償譲渡するため、地方自治法第９６条第１項

第６号の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

１ 無償譲渡する土地の表示  

所  在  地 地目 地 積 評 価 額 

南相馬市鹿島区鹿島字岩妻１２番 雑種地 633 ㎡ 6,106,551 円 

    同   所   １４番 雑種地 178 ㎡ 1,717,166 円 

    同   所   １５番 雑種地 356 ㎡ 3,434,332 円 

計 ３筆 1,167 ㎡ 11,258,049 円 
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２ 無償譲渡の相手方 

   南相馬市鹿島区鹿島字舘ノ内４２番地 

    台田中行政区 

 会長 今村 秀紀 

３ 無償譲渡の目的  

当行政区が集会施設及び集会施設関連用地として利用するため。 

 ４ 無償譲渡の理由 

    当該土地は、平成１４年当時、台田中行政区の地縁団体が設立されていなか

ったために、当行政区が旧鹿島町に寄附したものであり、今般、当行政区の集

会施設の建設にあたり、地縁団体を設立したことにより無償譲渡の申し出があ

ったため。 

    

議案第議案第議案第議案第５８５８５８５８号号号号 財産の処分について財産の処分について財産の処分について財産の処分について    

【趣旨】 

市有地を東ヶ丘公園整備用地として処分するため、議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

１ 処分する土地の表示  

所  在  地 地 目 地 積 

南相馬市原町区橋本町三丁目６７番１ 山 林 8,633.35 ㎡ 

 ２ 処分価格 

    ２４，１７３，３８０円 

 ３ 処分の相手方 

    南相馬市錦町一丁目３０番地 

    福島県 

福島県相双建設事務所長 安孫子 辰雄 

    

≪報告≫≪報告≫≪報告≫≪報告≫    

報告第報告第報告第報告第３３３３号号号号 
平平平平成２成２成２成２２２２２年度南相馬市一般会計繰越明許費の繰越しの報告につい年度南相馬市一般会計繰越明許費の繰越しの報告につい年度南相馬市一般会計繰越明許費の繰越しの報告につい年度南相馬市一般会計繰越明許費の繰越しの報告につい

てててて    

【趣旨】 

地方自治法施行令第１４６条第１項の規定により、平成２２年度南相馬市一般会

計予算の繰越明許費に係る歳出予算の経費を平成２３年度へ繰り越したので、同条
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第２項の規定により報告するもの。 

繰越事業 ６０事業 

繰 越 額 1,499,103,967 円 

  

報告第報告第報告第報告第４４４４号号号号 平成平成平成平成２２２２２２２２年度南相馬市一般会計事故繰越しの報告について年度南相馬市一般会計事故繰越しの報告について年度南相馬市一般会計事故繰越しの報告について年度南相馬市一般会計事故繰越しの報告について    

【趣旨】 

地方自治法施行令第１５０条第３項の規定により、平成２２年度南相馬市一般会

計予算のうちから平成２３年度へ事故繰越しをしたので、同項の規定により報告す

るもの。 

繰越事業 ４４事業 

繰 越 額 413,130,554 円 

 

報告第報告第報告第報告第５５５５号号号号 
平成２２年度南相馬市農業集落排水事業特別会計繰越明許費の繰平成２２年度南相馬市農業集落排水事業特別会計繰越明許費の繰平成２２年度南相馬市農業集落排水事業特別会計繰越明許費の繰平成２２年度南相馬市農業集落排水事業特別会計繰越明許費の繰

越しの報告について越しの報告について越しの報告について越しの報告について    

【趣旨】 

地方自治法施行令第１４６条第１項の規定により、平成２２年度南相馬市農業集

落排水事業特別会計予算の繰越明許費に係る歳出予算の経費を平成２３年度へ繰

り越したので、同条第２項の規定により報告するもの。 

繰越事業 ２事業 

繰 越 額 6,050,000 円 

 

報告第報告第報告第報告第６６６６号号号号 平成２２年度南相馬市病院事業会計予算繰越しの報告平成２２年度南相馬市病院事業会計予算繰越しの報告平成２２年度南相馬市病院事業会計予算繰越しの報告平成２２年度南相馬市病院事業会計予算繰越しの報告についてについてについてについて    

【趣旨】 

地方公営企業法第２６条第１項及び第２項ただし書の規定により、平成２２年度

南相馬市病院事業会計予算のうちから、平成２３年度へ繰り越したので、同条第３

項の規定により報告するもの。 

 ⑴ 地方公営企業法第２６条第１項による建設改良費の繰越 

繰越事業 １事業（医療器械備品整備事業） 

繰 越 額 21,820,000 円 

 ⑵地方公営企業法第２６条第２項ただし書による事故繰越 

繰越事業 １事業（医療器械備品整備事業） 

繰 越 額 1,489,000 円 

 

報告第報告第報告第報告第７７７７号号号号 平成２２年度南相馬市下水道事業会平成２２年度南相馬市下水道事業会平成２２年度南相馬市下水道事業会平成２２年度南相馬市下水道事業会計予算繰越しの報告について計予算繰越しの報告について計予算繰越しの報告について計予算繰越しの報告について    
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【趣旨】 

地方公営企業法第２６条第１項及び第２項ただし書の規定により、平成２２年度

南相馬市下水道事業会計予算のうちから、平成２３年度へ繰り越したので、同条第

３項の規定により報告するもの。 

 ⑴ 地方公営企業法第２６条第１項による建設改良費の繰越 

繰越事業 １事業(原町区公共下水道管路診断調査及び長寿命化計画策定業務委託) 

繰 越 額 22,544,550 円 

 ⑵ 地方公営企業法第２６条第２項ただし書による事故繰越 

繰越事業 １事業（再生水施設エアーシリンダー弁修繕工事） 

繰 越 額 2,310,000 円 

 

報告第報告第報告第報告第８８８８号号号号 専決処分の報告について専決処分の報告について専決処分の報告について専決処分の報告について    

【趣旨】 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告するもの。 

【専決第【専決第【専決第【専決第１１１１１１１１号号号号    損害賠償の額の決定及び和解について損害賠償の額の決定及び和解について損害賠償の額の決定及び和解について損害賠償の額の決定及び和解について    平成２平成２平成２平成２３３３３年年年年５５５５月月月月１６１６１６１６日専決】日専決】日専決】日専決】    

⑴ 損害を賠償し和解する相手方の住所及び氏名 

     

     

⑵ 損害賠償の額 

   ６２３，３４９円 

    うち保険等により補てんされる額  ６２３，３４９円 

    市が自ら負担する額              ０円 

   ※車両の物損分に係る損害賠償の額の決定及び和解については、１２月議会に

報告済 

⑶ 損害賠償の理由及び和解の内容 

平成２２年７月１６日午前１１時１５分頃、原町区桜井町二丁目地内丁字路に

おいて、公用車が一時停止箇所で停止した後、交差点内に進入した際、左方向か

ら走行してきた相手方車両の側面に衝突して相手方が負傷したものである。 

損害賠償の額は上記のとおりとし、各当事者とも将来にわたり一切の異議申立

て、請求、訴訟等は行わないことで和解する。 


